
重大事故等対処設備の機器区分の考え方について 

重大事故等対処設備については、新規制基準施行後に新たに追加となったことから、本資料では
安全機能を有する設備の機器区分の考え方も踏まえ、重大事故等対処設備の機器区分の考え方
について整理した結果を示すものである。 

＜要旨＞ 
新規制基準施行前後において DB 設備の溶接検査（機器区分）に係る規制要求に変更はな
い。 
SA 設備の溶接検査については、技術基準解釈第 37 条第 1 項第 2 号に規定されている主要な
溶接部が溶接検査対象となっており、主要な溶接部の定義は第 17 条 2 を準用することになって
いることから、SA 設備の溶接検査に係る規制要求については、DB 設備の溶接検査に係る規制
要求と同様と解釈できる。 
再処理施設の溶接検査対象は、主に腐食を考慮したものとしている。これは、原子炉施設に比べ
て使用条件における温度、圧力が緩やかであるものの、多量の硝酸を使用することから原子炉施
設に比べて高い耐食性が要求されているためである。 
それらについては DB 設備と SA 設備で考え方に差異はなく、使用条件においても有意な差はない
ことから、DB 設備と SA 設備の溶接検査対象（機器区分対象）の選定方法等については同様
と考える。 
上記の考え方に基づき、SA 設備の機器区分を判断した結果、機器区分対象となる設備は重大
事故等の発生を想定する「貯槽」、「塔槽類廃ガス処理設備」等、機器区分対象外となる設備は
「セル導出系（凝縮器、配管）」等となることを確認した。機器区分対象となった設備に対しては
溶接検査を適切に実施し、技術基準適合性を確認する。 

以 上 
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重大事故等対処設備の機器区分の考え方について 

１．はじめに 
重大事故等対処設備（以下、「SA 設備」という。）については、新規制基準施行後に新たに追加

となったことから、ここでは安全機能を有する設備（以下、「DB 設備」という。）の機器区分の考え方も
踏まえ、SA 設備の機器区分の考え方について整理した結果を示す。 

２．機器区分について 
 機器区分については、使用前事業者検査（溶接）（以下、旧法も含めて「溶接検査」という。）を
実施する際の溶接設計の区分として設定されるものである。 
 よって、まずは DB 設備及び SA 設備の溶接検査の考え方（規制要求）を整理した上で、SA 設備
の機器区分の考え方を整理する。 

３．溶接検査の考え方（規制要求） 
３．１ DB 設備 

DB 設備の溶接検査対象（容器等の主要な溶接部）については、新規制基準施行前には、
「使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和 46 年施行）」（以下、「再処理規則」という。）
第 7 条 2 の「溶接検査の対象（容器等の主要な溶接部）」に規定されていた。 

その後、新規制基準施行に伴い、再処理規則第 7 条 2 の内容については、「再処理施設の技術
基準に関する規則の解釈（令和２年４月１日施行）」（以下、「技術基準解釈」という。）第17
条第 1 項第 3 号に同じ内容が移行されている。 

以上のことから、新規制基準施行前後において DB 設備の溶接検査に係る規制要求に変更はな
い。（表 1 参照） 

３．２ SA 設備 
SA 設備の溶接検査については、技術基準解釈第 37 条第 1 項第 2 号に規定されている主要な

溶接部が溶接検査対象となっており、主要な溶接部の定義は第 17 条 2 を準用することになってい
る。（表１,2 参照） 

以上のことから、SA 設備の溶接検査に係る規制要求については、DB 設備の溶接検査に係る規
制要求と同様と解釈できる。 

なお、発電炉の溶接検査に係る規制要求についても、DB 設備と SA 設備に差異はない。 

別添 1 
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４．SA 設備の機器区分の考え方 
４．１ 機器区分の選定方法 

DB 設備及び SA 設備の溶接検査に係る規制要求については、「３．溶接検査の考え方（規制
要求）」にて整理したとおり、DB 設備と SA 設備において同様と解釈できる。 

また、再処理施設の溶接検査対象は、主に腐食を考慮したものとしている。これは、再処理施設が
硝酸によって溶解された使用済燃料からプルトニウム、ウラン等を化学的性質の違いによって分離抽
出するものであり、未臨界で運転されるものであることからも、原子炉施設に比べて使用条件における
温度、圧力が緩やかであるものの、多量の硝酸を使用することから原子炉施設に比べて高い耐食性
が要求されているためである。（図 1,2 参照） 

ただし、それらについては DB 設備と SA 設備で考え方に差異はなく、使用条件においても有意な
差はないことから、DB 設備と SA 設備の溶接検査対象の選定方法等については同様と考える。（表
3 参照） 

よって、溶接検査を実施する際の溶接設計の区分として設定される機器区分についても、DB 設備
と SA 設備は同様の考え方に基づき選定するものと考える。（図 3 参照） 

表 3 DB 設備及び SA 設備の使用条件（例︓前処理建屋） 

使用条件 
DB 設備 SA 設備 

溶解液ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ系 漏えい液回収系 
セル導出系
（凝縮器）

セル導出系
（配管）

硝酸濃度 3mol/L 3mol/L 1mol/L 0.2mol/L 
温度 60℃ 60℃ 107℃ 107℃ 
圧力 -0.097MPa 0.98MPa 静水頭 大気圧 
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① DB 設備は技術基準解釈第 17 条 2、SA 設備は技術基準解釈第 37 条第 1 項第 2 号に定義
されている「主要な溶接部」への該当要否を判断する。

② 新規制基準施行前後において溶接検査に係る法体系に変更はあるものの、溶接検査に係る考え方
に変更はない。よって、新規制基準施行前と同様に、（財）原子力安全技術センターが発行してい
る各種ガイド※1 に基づき、機器区分対象（溶接検査対象）の要否を判断する。
※1︓「解説 核燃料施設の技術基準（1987 年）」

「再処理施設の検査等の基準に関する調査（1992 年）」 
「再処理施設の溶接検査に関する運用事例集（1995 年）」 

③ ①、②において、主要な溶接部に該当し、機器区分対象（溶接検査対象）と判断した場合、技術
基準解釈の別記「再処理施設の溶接の方法等について」に規定されている「機器区分」の定義に基
づき、「機器区分」を判断する。（表 2 参照）

④ ③で判断した「機器区分」に基づき、技術基準解釈の別記「再処理施設の溶接の方法等について」
に規定されている「溶接方法」、「溶接施工法」、「溶接設備」及び「溶接を行う者」の要求に対して
溶接検査を実施する。（表 2 参照）

図 3 DB 設備及び SA 設備の機器区分判断フロー 
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４．２ 機器区分の選定結果 
「図 3 DB 設備及び SA 設備の機器区分判断フロー」に基づき、SA 設備の機器区分を判断した

結果、機器区分対象となる設備は重大事故等の発生を想定する「貯槽」、「塔槽類廃ガス処理設
備」等、機器区分対象外となる設備は「セル導出系（凝縮器、配管）」等となることを確認した。 

表 4 SA 設備の機器区分の選定結果 
DB 設備 SA 設備 

機器区分 
対象 

貯槽、塔槽類廃ガス処理設備 等 

＜理由＞ 
技術基準解釈第 17 条 2 に該当するため（系

統の放射性物質濃度、圧力、温度等から判断） 

同左（DB 設備と兼用） 

＜理由＞ 
同左 

セル内に設置される設備(安全冷却水配管 等)

＜理由＞ 
 技術基準解釈第 17 条 2 に該当するため（第
3 種機器に該当するため） 

同左（DB 設備と兼用） 

＜理由＞ 
同左 

機器区分 
対象外 

常時使用しない設備（サンプリング配管、事故時
のみ使用する設備 等） 

＜理由＞ 
常時腐食環境にないことから、「解説 核燃料

施設の技術基準（1987 年）」に基づき、機器
区分対象外となる（図 3 参照） 

セル導出系（凝縮器、配管） 等（事故時のみ
使用する設備）

＜理由＞ 
同左 

放射性物質を含まない設備（内部ループ配管、
冷却水配管 等）（第 3 種機器に該当するもの
は除く） 

＜理由＞ 
技術基準解釈第 17 条 2 に該当しないため 

同左（DB 設備と兼用） 

＜理由＞ 
同左 

内部の圧力が外部の圧力より低く維持されている
ダクト 

＜理由＞ 
技術基準解釈第 17 条 2 に該当しないため 

同左（DB 設備と兼用） 

＜理由＞ 
同左 
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図 4 機器区分色塗り系統図（蒸発乾固系統、ADRB 図面より一部加筆） 
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５．まとめ 
SA 設備の機器区分の考え方について整理した結果、DB 設備の機器区分の考え方と同様に整理

できると考える。 
これらの考え方に基づき、SA 設備の機器区分を設定した上で、機器区分対象となった設備に対して

は溶接検査を適切に実施し、技術基準適合性を確認する。 
また、SA 設備の機器区分については、DB 設備と同様に設工認申請書の主要設備リストに追記す

る。（現在審査中の再処理本体の設工認申請書については、次回補正申請にて反映予定。） 

以 上 
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表１ 技術基準解釈抜粋（17 条及び 37 条）（1/5） 
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表１ 技術基準解釈抜粋（17 条及び 37 条）（2/5） 
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表１ 技術基準解釈抜粋（17 条及び 37 条）（3/5）
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表１ 技術基準解釈抜粋（17 条及び 37 条）（4/5）
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表１ 技術基準解釈抜粋（17 条及び 37 条）（5/5） 

17 条（DB 設備）を準用 17 条（DB 設備）と同じ要求 
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表 2 技術基準解釈抜粋（別記「再処理施設の溶接の方法等について」）（1/3）

溶接の方法等について、DB 設備と SA 設備で使い分けしておらず同様の要求 
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表 2 技術基準解釈抜粋（別記「再処理施設の溶接の方法等について」）（2/3）
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表 2 技術基準解釈抜粋（別記「再処理施設の溶接の方法等について」）（3/3） 
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図 1 「解説 核燃料施設の技術基準（1987 年）」（抜粋）（1/3） 

本資料では以下のように整理されており、また、再処理施設の溶接検査は主に耐食性
を重視した基準（図 2 参照）となっていることから、従来の既工認より『常時腐食環境に
ない部分は機器区分対象外』と整理している。 

・「サンプリング用の管であってサンプリング時しか液体に接しないものは対象範囲外」
・「第 1 種機器または第 2 種機器に附属する管とは、通常運転又は停止時に、これらの
容器に内包される液体に接する部分」
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図 1 「解説 核燃料施設の技術基準（1987 年）」（抜粋）（2/3） 
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図 1 「解説 核燃料施設の技術基準（1987 年）」（抜粋）（3/3） 
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図 2 「原子力施設の溶接検査に関する調査（1985 年）」（抜粋）（1/2） 

本資料は、「再処理施設の溶接に関する技術基準（案）」を作成するために、当時の
科学技術庁からの委託により検討されたものである。 

本資料では、再処理施設の特徴を踏まえ、溶接検査では主に耐食性を重視した基準
にすべきと整理されており、本資料の検討結果を踏まえ、「解説 核燃料施設の技術基準
（1987 年）」（図 1 参照）では『常時腐食環境にない部分は機器区分対象外』と整
理しているものである。 
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図 2 「原子力施設の溶接検査に関する調査（1985 年）」（抜粋）（2/2） 
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